

































































































































































































































































































































農 業 生 産 額 4,151 100.0 4,053 98 102.4 4位 1位
耕 種 部 門 1,690 40.7 1,627 63 103.9 14 3
米 261 6.3 241 20 108.3 28 5
い も 類 288 6.9 272 16 105.9 2 1
野 菜 464 11.2 429 35 108.2 16 4
果 実 94 2.3 94 0 100.0 25 7
花 き 149 3.6 162 △13 92.0 7 2
工 芸 農 作 物 392 9.4 387 5 101.3 2 1
他 42 1.0 42 0 100.0 ― ―
畜 産 部 門 2,383 57.4 2,343 40 101.7 1 1
肉 用 牛 788 19.0 816 △28 96.6 1 1
乳 用 牛 91 2.2 90 1 101.1 18 5
豚 739 17.8 712 27 103.8 1 1
鶏 卵 234 5.6 212 22 110.4 4 1
ブ ロ イ ラ ー 509 12.3 495 14 102.8 1 1
他 22 0.5 18 4 122.2 ― ―























































































































































イ .	 CRD スコアにより個人事業者は45点以上，法人は50点以上，
ウ .	 保証期限額2,000万円以内，
エ .	 返済期間７年以内」とする。
そして，平成21年度進捗状況は，①事業価値を見極めた融資として取組んでいる「リレバンローン」「ク
イック保証」の実績は，次の通りである。ア．リレバンローン：５件　488百万円，イ．クイック保証：
１件　３百万円，②動産（在庫）担保とした貸出は当座貸越契約１件200百万円の実績となった，とされ
ている。
3.	「地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献」の項目では，地域全体の活性化，持続的な
成長を視野に入れた，同時期・一体的な「面」的再生への取組みとして，①地域社会・経済発展のため
に通り会，町内会等が街の活性化策に対するビジョンに対して金融支援を行っている，②商工会議所・
商工会・中小企業団体中央会・中小企業再生支援協議会との連携を強化している，と書いており，その
ための平成21年度進捗状況としては，①町内会・天文館地区等の活性化のための金融支援２先，②中小
企業再生支援協議会との連携による金融支援先１先40百万円，と記されている。
2） 奄美信用組合
奄美信用組合は，ホームページに「地域密着型金融推進３ヵ年計画」を公開しており，それによれば，
『当組合は地域経済の活性化や中小企業金融の円滑化に向け，平成15年度から平成18年度までの４年間
を「重点強化期間」として地域密着型金融の一層の強化・推進をするための計画を策定し，実施してまい
りました。その結果，一定の成果は得られたものの地域性に乏しく形式的な成果に止まった項目もあり，
今後の課題となっております。これらの結果を踏まえ，更なる地域密着型金融の推進を継続的に取組むた
めの基本方針として，新たに「地域密着型金融推進３ヵ年計画」を策定いたしました。この３ヵ年計画は，
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お客様の身の丈・ニーズに合った取組みをベースとして，①ライフサイクルに応じたお客様の支援強化，
②中小零細企業に適した資金の提供，③地域経済への貢献，④経営力の強化，⑤地域の利用者の利便性向
上，以上５つの項目を柱と定め，具体的取組策に基づき，地域の情報ネットワークの要として，持続可能
な地域密着型金融の取組みを推進してまいります。また，地域のみなさまに当組合の取組姿勢を十分にご
理解いただけるよう，充実した分かりやすい情報開示の提供に努めてまいります。』12 と，されている。
以上のように，鹿児島県の信用金庫と信用組合の地域活性化のための方策を「地域密着型金融」を中心
に概略的にみたが，大事なことは，いくら地域金融機関が，地域活性化のために努力したとしても，あく
までも金融面からの支援であり，金融機関が地域活性化を直接するわけではないことである。すなわち，
地域活性化を行う主体は，地域に住む住民であり，住民自らが地域のニーズを把握して，互いに協同して
地域活性化をするわけである。
しかし，地域金融機関が，地域活性化のために直接的な動きはしないものの，その地域金融機関から資
金を借りている住民が地域活性化のために何かをするとき（この意味はその住民が自分のためにあるいは
自分の利益のために何かをすることと結局同じであろう），側面（金融面）から支援するわけなので，金
融機関にとって利益優先という姿勢より，地域にとって大義を優先して貸出を行うことが重要となる。こ
れが，まさに地域活性化のためにするべき地域金融機関の役割であろう。つまり，地域金融機関にとって
は，地域活性化のための金融面からの支援が主な仕事であり，地域活性化を直接するのではないことであ
る。
言い換えれば，地域の住民が自ら動かないと，誰も代わりに動いてくれないことになる。政府や地方自
治会に依存しながら，「何かをしてくれないかな」と期待しているだけでは，真の地域活性化はできない
のである。まず，個人から始まって，その個人と個人の繋がり，そして，そうした個人たちが集まって，
共同体をつくり，そしてまた，その共同体と共同体の集まりで連携をするという，ネットワークができて
からこそ，真の地域活性化ができるのではないかと思う。
そこで，また注意しなければならないのは，地域金融機関が地域活性化という大義名分のもとで，むや
みに（利益を重視しないで）貸出を行うのは避けるべきである。地域活性化のためなら，何でもいいとい
う姿勢で，失敗する可能性が高いところにまで，貸出を行うのは，何も意味がないわけである。本当に地
域活性化ができる（地域活性化に繋がる）と思われるところに貸出をすることが重要である。そのために
は，地域金融機関の自らも，地域活性化のための研究やニーズの把握を絶えず行うことが必要であろう。
その意味で，地域金融機関は，あたかも地域の住民の一人としての存在感を持って，誰より強く地域の活
性化のために努力する存在にならざるを得ない。
まとめ
これからの時代の流れは，多様性を求める社会の要請と同時に，環境と健康（Well-Being），正しく生
きる（暮らす），単純に生きる，自然に戻る，といったトレンドが注目を集めると予想される。そうした
視点からすれば，鹿児島県の地域的状況（特性）は，そのような条件に一致している。
資本主義経済の市場原則に基づく論理は，厳しい競争を強いる，弱肉強食の論理である。競争に勝つた
めには，絶えず利益というものを追求しなければならない。その結果，競争に負けた側は，そのまま淘汰
されるのである。しかし，地域経済の回復を考えるときには，問題の根本が資本主義経済の構造的問題か
12	 奄美信用組合「地域密着型金融推進３ヵ年計画」より引用。
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ら発生しているので，資本主義経済の根幹をなす競争原理と相反する協力原理に基づいて考えないといけ
ない。
地域活性化は，地域が発展して大都市と同じ機能をするのを求めるわけではない。地方・地域は，本来
の地方らしい，地域らしい色を維持しながら，独自に発展していくのが望ましい。地方と地域（特に農村）
に人々が求めるのは，都市的な機能ではなく，地域，地方ならでの「機能（味）」を求めるのである。し
たがって，それを活かして新しい需要を創出することが重要である。
参考文献一覧
1.	 呉文二・島村高嘉『金融読本［第25版］』東洋経済新報社，2004年４月。
2.	 岡田知弘『地域づくりの経済学入門』自治体研究社，2006年９月。
3.	 岡田浩一・藤江昌嗣・塚本一郎編『地域再生と戦略的協働―地域ガバナンス時代の NPO・行政の協働―』ぎょ
うせい，2006年11月。
4.	 本間義人『地域再生の条件』岩波新書，2007年１月。
5.	 神野直彦『地域再生の経済学』中松新書，2007年４月。
6.	 小野有人『新時代の中小企業金融―貸出手法の再構築に向けて―』東洋経済新報社，2007年６月。
7.	 藤井良広『金融 NPO―新しいお金の流れをつくる―』岩波新書，2007年７月。
8.	 安田原三・相川直之・笹原昭五編著『いまなぜ信金信組か』日本経済評論社，2007年10月。
9.	 岡田真美子編『地域再生とネットワーク―ツールとしての地域通貨と協働の空間づくり―』昭和堂，2008年３月。
10.	 片木淳・藤井浩司・森治郎編『地域づくり新戦略―自治体格差時代を生き抜く―』一藝社，2008年４月。
11.	 関満博・鈴木眞人編『信用金庫の地域貢献』新評論，2008年６月。
12.	 堀江康煕『地域金融機関の経営行動』勁草書房，2008年８月。
13.	 高原一隆『ネットワークの地域経済学―小さな会社のネットワークが地域をつくる―』法律文化社，2008年10月。
14.	 多胡秀人『地域金融論―リレバン恒久化と中小・地域金融機関の在り方―』金融財政事情研究会，2009年３月。
15.	 岩佐代市『地域金融すステムの分析―期待される地域経済活性化への貢献―』中央経済社，2009年５月。
16.	 岡田知弘『一人ひとりが輝く』新日本出版社，2009年７月。
17.	 高橋克英『信金・信組の競争力強化策』中央経済社，2009年９月。
